
パナソニック㈱ (6752) 平成 22 年 3月期 第３四半期決算短信

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２００９年度  第３四半期（２００９年４月１日～１２月３１日）の業績概況 

 

(a) 経営成績 
２００９年度第３四半期のエレクトロニクス業界では、中国やアジアなど一部の地域

で市況回復の兆しが見られたものの、「新興国市場や低価格品への需要シフトをはじめ

とする市場構造変化」が進行するなど、依然として厳しい状況が続きました。このよう

な経営環境のもと、２００９年度は中期経営計画「ＧＰ３計画」の最終年度として、「経

営体質の再構築」と「次なる成長への仕掛け・攻め」を同時に行っています。 

具体的には、「経営体質の再構築」に向けて、徹底した事業構造改革に取り組むほか、

「イタコナ」活動の浸透・定着、調達コストダウンの加速、コストバスターズ活動のさ

らなる強化、設備投資の抑制や在庫の圧縮などにも徹底的に取り組んでいます。 

一方、「次なる成長への仕掛け・攻め」では、「超・繋がる」「超・省エネ」「徹底

したユニバーサルデザイン」を追求したパナソニックらしい商品を生み出すなど商品力

強化に取り組んでいます。その上で「ＧＰ３計画」の重点テーマである「海外二桁増販」

「４つの戦略事業」「モノづくりイノベーション」「エコアイディア戦略」についても、

着実な実践を図っています。 

また、三洋電機㈱を新たにグループに迎え、シナジー創出に向けた取り組みを開始し

ました。 

このような取り組みの結果、当第３四半期の直近３ヵ月（１０月～１２月）の連結売

上高は、前年同期に比べ、増収に転じるとともに、利益についても、経営の徹底した合

理化を実施したことにより、大幅な増益を確保することができました。 

一方、当第３四半期の連結売上高（４月～１２月）は、第２四半期までの影響もあり、

前年同期比１６％減の５兆２,１９９億円となりました。 

商品部門別では、デジタルＡＶＣネットワーク分野の売上高は、２兆４,２６６億円（前

年同期比１５％減）となりました。このうち、映像・音響機器部門は、ＢＤレコーダー

や国内の薄型テレビは好調でしたが、デジタルカメラや海外の薄型テレビの売上が減少

し、前年同期比１０％減となりました。情報・通信機器部門は、ノートパソコンや周辺

機器の売上が低調で、前年同期比２０％減となりました。 

アプライアンス分野の売上高は、冷蔵庫は好調でしたが、エアコンやコンプレッサー

などの売上が減少し、８,１９３億円（前年同期比１２％減）となりました。 

 電工・パナホームの売上高は、１兆５１６億円（前年同期比１４％減）となりました。

パナソニック電工は、電材、住設建材などの売上が減少したことにより減収となりました。

パナホームは、住宅市況の悪化により減収となりました。 

デバイス分野の売上高は、半導体や電池などが減収となり、６,１５５億円（前年同期

比１９％減）となりました。 

その他分野の売上高は、ＦＡ機器が大幅な減収となり、３,０６９億円（前年同期比

３５％減）となりました。 
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利益につきましては、材料費の合理化や固定費削減などを推進しましたが、第２四半期

までの大幅減収や価格低下の影響などにより、営業利益は１,２９９億円と減益になりま

した。税引前利益は、営業外費用として早期退職一時金２４４億円を計上したことなどに

より５４６億円となり、当社株主に帰属する当期純損失は１４６億円となりました。 

 

(b)財政状態 

当第３四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは３,０６２億円となりま

した。これは、主として在庫削減や減価償却費等によるものです。投資活動に使用したキ

ャッシュ・フローは３,３８２億円となりました。これは、定期預金の減少等はありまし

たが、主として薄型テレビ、電池などの重点分野を中心に実施した有形固定資産の購入に

伴う支出や三洋電機㈱の取得に伴う支出（三洋電機㈱およびその連結子会社の現金及び現

金同等物を除く）によるものです。また、財務活動により増加したキャッシュ・フローは

１,８３０億円となりました。これは、主として短期社債の発行に伴う短期債務の増加に

よるものです。これらに為替変動の影響を加味した結果、当第３四半期末の現金及び現金

同等物の残高は１兆１,１０９億円となり、前年度末に比べ１,３７０億円増加しました。 

また、総資産は当第３四半期末で８兆６,７５１億円となり、前年度末に比べ２兆

２,７１８億円増加しました。これは、三洋電機㈱およびその連結子会社が当社の連結子

会社となったことによる影響に加え、短期社債の発行による現金及び現金同等の増加や販

売増による売掛金の増加等によるものです。当社株主資本は当第３四半期末で２兆

７,６３２億円となり、前年度末に比べ２０８億円減少しました。これは、その他の剰余

金の減少等によるものです。 

 

（２）２００９年度通期の見通し 

 

世界経済は、回復基調にあるものの、円高やグローバルな競争激化等の影響もあり、

大変厳しい経営環境が続いております。 

そのなかにあって当社は、固定費の削減や材料合理化の推進などにより、さらに損益

分岐点の引き下げが見込まれるため、利益の上方修正をいたします。 

また、三洋電機㈱およびその連結子会社（三洋電機グループ）が、当社の連結子会社

となったことに伴い、三洋電機グループの第４四半期の業績、並びに連結化の影響を加

味して、下記のとおり修正いたします。 

 

・ 連結業績見通し(年間) 

売 上 高      ７兆３,５００億円（前年比 ９５％） 

営 業 利 益       １,５００億円（前年比２０６％） 

税 引 前 損 失            ４００億円（前年比  －％） 

当社株主に帰属する当期純損失          １,４００億円（前年比  －％） 

(注)営業外損益(1,900億円の損失)には、事業構造改革費用1,150億円が含まれています。なお、「当社

株主に帰属する当期純損失」は、2008年度までの「当期純損失」と同じ内容です。 
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＜将来見通しに関するリスク情報＞ 
 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。 

  かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されています

のでご参照ください。 
 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 他企業との提携または M&A(三洋電機の子会社化を含む)で期待どおりの成果を上げられない 

可能性 

・ パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および 

繰延税金資産等の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある

要素 

 

 

以  上 


